
裁 決 書

審査請求人

Ｆ 』 一

処分庁 大和市福祉事務所長

審査請求に
係る処分

平成２７年１月２９日付け生活保護廃止
決定処分。

一

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という｡）による上記処
分に対し、平成２７年２月１９日付けをもって審査請求人から提起のあった審
査請求について、次のとおり裁決する。
なお、この裁決書において引用する関係通知は、審査請求に係る処分が行わ

れた当時のものである。

主 文
本件審査請求に係る大和市福祉事務所長が行った生活保護廃止決定処分につ

いては、これを取り消す。

理 由
１ 事 実
審査請求人■似下｢請求人｣という｡)が審査庁に提出した審査

請求書並びに大和市福祉事務所長（以下「処分庁」という｡）から提出された
弁明書及び関係書類に基づき、次の事実を認定する。
（１）平成２４年３月２６日、処分庁は、請求人に対し、法に基づく保護を開
始したこと。
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（２）平成２４年６月２７日、請求人は、
下「現職」という｡）にて就労を開好

以
下「現職」という｡）にて就労を開始したこと。：
(3)平成27年１月29日､請求人は現職に加え､一式会社

（以下「新職」という｡）にて就労を開始したとして、処分庁に次の内容
の就職届を提出したこと。



なお、新職の通勤交通費について、処分庁は、月額５万円を上限に支
給されることを確認している。

（４）同日、処分庁は、最低生活費及び収入充当額の認定に基づき、同年２月
以降の保護の要否判定を行った結果、次の算定式のとおり、同月分の最低
生活費248,287円（①）に対し同月分の収入充当額256,785円（②）が、
また同年３月分の最低生活費248,287円（③）に対し同月分の収入充当額
260,960円（④)がいずれも上回ることから、同年２月以降の要保護性は
認められないとし､稼働収入の増加により最低生活維持可能であることを
理由として、同月１日付けで、生活保護廃止決定処分（以下「本件処分」
という｡）を行ったこと。

ｐ
０
．
■
巳
■
Ｇ
ｐ
ｐ
ａ

、

０

｝

Ｉ

Ｉ

ア平成２７年２月分要否判定
（ア）最低生活費

(イ）収入充当額

給与形態
時給1,000円
給与計算締切日 毎月末日
給与支払日 毎月２５日

勤務形態
パート
勤務時間 １０時間
休日 ３勤２体

通勤交通費 20,000円
交通費負担 一部援助 17,000円
社会保険の有無 健康保険 有
勤務開始日 平成２７年１月１２日

最低生活費計（①） 248,287円

内訳

生活扶助

住宅扶助
教育扶助
国民健康保険料

176,020円

59,800円
9,800円
2,667円
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イ平成２７年３月分要否判定
(ア）最低生活費
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収入充当額計（②） 256,785円 備考

就労収入内訳

請求人の新職給与
(見込み）

交通費（見込み）
請求人の現職給与
(確定）
請求人の現職給与．
(見込み）
請求人の妻の給与
(見込み）
請求人の妻の給与
における経費
(見込み）

133,784円

-13,784円

28,415円

25,000円

110,000円

-2,000円

給与（時給1,000円
×１０時間×１２
日間=120,000円)+
交通費(13,784円）
交通費

１月２５日支給

２月２５日支給

基礎控除
請求人の分
請求人の妻の分

-20,470円
-14,160円

就労以外の収
入内訳

児童手当 10,000円

最低生活費計（③） 248,287円

内訳

生活扶助

住宅扶助
教育扶助
国民健康保険料

176,020円

59,800円
9,800円
2,667円

収入充当額計（④） 260,960円 備考
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（５）平成２７年２月１９日、請求人は、本件処分の取消しを求めて、本件審
査請求書を郵送したこと。

２請求人の主張
本件審査請求の趣旨は、処分庁が請求人に対し、平成２７年１月２９日付け

で行った本件処分の取消しを求めるものであり､請求人の主張は概ね以下のと
おりと解される。
（１）収入が変わらないのに廃止処分としたため。
（２）仮合格なのに正規採用、賃金が発生する労働と勝手に判断をしたため
（後日不合格となった。賃金は発生していない｡)。

３処分庁の主張
「本件審査請求を棄却する｡」との裁決を求める。

（１）請求人から提出された就職届及び募集要項の勤務時間及び給与から、「生
活保護法による保護の実施要領について」（昭和３６年４月１日付け厚生省
発社第１２３号厚生事務次官通知。以下「次官通知」という｡）第８の２「収
入の認定は、月額によることとし、この場合において、収入がほぼ確実に
推定できるときはその額により」により生活保護の要否判定を行った結果、
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就労収入内訳

請求人の新職給与
(見込み）

請求人の経費
(見込み）
請求人の妻の収入
(見込み）
請求人の妻の経費

233,100円

-53,100円

110,000円
-2,000円

給与（時給1,000円
×１０時間×２０日
間＝200,000円）
交通費(33,100円）
社会保険(20,000円）
+交通費(33,100円）

雇用保険等

基礎控除 請求人の分
請求人の妻の分

-22,880円
-14,160円

就労以外の収
入内訳

児童手当 １０,０００円
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生活保護を要さないこととなった。募集要項は長期間または期間の定めが
ない契約であることを示唆しており、請求人からも短期間契約であること
の申し出はなかったことから、「生活保護法による保護の実施要領の取扱い
について」（昭和３８年４月１日付け社保第３４号厚生省社会局保護課長通
知。以下「課長通知」という｡）第１０の１２の答２の（１）「当該世帯に
おける定期収入の恒常的な増加、最低生活費の恒常的な減少等により、以
後特別な事由が生じないかぎり、保護を再開する必要がないと認められる
とき」に該当し、生活保護の廃止を判断したものである。

（２）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２０条「使用者は、労働者を
解雇しようとする場合においては、少くとも３０日前にその予告をしなけ
ればならない。３０日前に予告をしない使用者は、３０日分以上の平均賃
金を支払わなければならない｡」とされており、また、同法第２１条第４号
「試の使用期間中の者」の場合にも同法第２１条「第４号に該当する者が
１４日を超えて引き続き使用されるに至った場合においては、この限りで
ない｡」と規定されている。請求人は平成２７年１月１２日に就職し、申告
のあった平成２７年１月２９日には１４日を超えていることから、３０日
前の解雇予告又は解雇予告手当のない状態で解雇されることはなく、平成
２７年１月２９日に保護を要しなくなったと判断をしたものである。

（３）以上により、請求人に対して法第２６条「保護の実施機関は、被保護者
が保護を必要としなくなったときは、速やかに、保護の停止又は廃止を決
定し、書面をもって、これを被保護者に通知しなければならない｡」に基づ
き、保護を廃止、通知したものである。

（４）よって、本件処分は、法上当然の処分であり、何ら違法・不当なもので
はない。

４ 判 断
本件審査請求については､以上の事実並びに請求人及び処分庁の主張を踏ま
え、次のとおり判断する。
（１）法による保護は、「生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その
他あらゆるものを､その最低限度の生活の維持のために活用することを要件
として行われる｡」（法第４条第１項）ものであり、保護の実施にあたっては、
「その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度におい
て行う」（第８条第１項）と規定している。

Ｏ
９
１
Ｂ
ｐ
０
１
、
ｐ
で
■
■
９
０
．
９
④
。
″
Ｑ
Ｊ
Ｊ
Ｑ
０
Ｂ
ｑ
Ｔ
■
■
、
■
９
７
８
■
Ｉ
１
Ｂ
◆
。
Ｆ
＄
ｂ
①
■
も
、
Ｉ
ｒ
４
■
ｇ
●
Ｅ
■
動
月
寸
、



１

１

（２）保護の廃止をすることができる場合として法は、「保護の実施機関は、被
保護者が保護を必要としなくなったときは、速やかに、保護の停止又は廃止
を決定し、書面をもって、これを被保護者に通知しなければならない｡」（法
第２６条）と定めている。また、保護の停止又は廃止を行う場合の取扱いの
基準については、課長通知第１０の１２において、保護を廃止すべき場合と
して、「当該世帯における定期収入の恒常的な増加（中略）により、以後特
別な事由が生じないかぎり、保護を再開する必要がないと認められるとき｡」
とされ、保護を停止すべき場合として､．「当該世帯における定期収入の恒常
的な増加（中略）により、一応保護を要しなくなったと認められるがその状
態が今後継続することについて、なお確実性を欠くため、若干期間その世帯
の生活状況の経過を観察する必要があるとき｡」とされている。

（３）これを本件処分についてみると、処分庁は事実（３）のとおり請求人か
らの就職届を受け、事実（４）のとおり平成２７年２月に見込まれる世帯収
入が256,785円であることから保護を要しない状況であるとし、また、同月
以降も要保護性が認められないとして、平成２７年１月２９日付けで「稼動
収入の増加により最低生活維持可能なため」を理由として本件処分を行った
ものと認められる。

（４）しかしながら、処分庁は、同年３月分の保護の要否判定に用いる、請求
人の同年２月の新職における就労予定日数を２０日として給与見込み額を
算定しているが、請求人が就職届に記載した「３勤２体」を当てはめると、
同月は２８日であることから、勤務予定日は１８日（１日から３日まで、６
日から８日まで、１１日から１３日まで、１６日から１８日まで、２１日か
ら２３日まで、２６日から２８日まで）と判断され、給与収入は１８日に対
応する180,000円とすべきであったことが認められる。

（５）これを平成２７年３月分の保護の要否判定に適用すると、次の算定式の
とおり、最低生活費248,287円（⑤）に対し同月分の収入充当額241,970
円が下回ることから、保護を要する状態と認められる。

ア平成２７年３月分要否判定
(ア）最低生活費



(イ）収入充当額

宗
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（６）よって、本件処分においては、請求人の新職における初回給与支給日は
平成２７年２月２５日と推測され、処分庁は、少なくともそれまでの問、請
求人世帯の生活状況や就労継続性について経過観察を行う必要があったと
ころ、保護を停止又は廃止すべき場合として課長通知問第１０の１２に示さ
れた検討が十分にされていたとは認められず、その手続において、暇疵があ
ったと言わざるを得ない。

’

最低生活費計（⑤） 248,287円

内訳

生活扶助

住宅扶助
教育扶助
国民健康保険料

176,020円

59,800円
9,800円
2,667円

収入充当額計（⑥） 241,970円 備考

●

就労収入内訳

請求人の新職給与
(見込み）

請求人の経費（見
込み）

請求人の妻の収入
(見込み）
請求人の妻の経費

213,100円

-53,100円

110,000円

-２，０００円

給与（時給1,000
円×１０時間×１
８日間=180,000
円）
交通費(33,100円）
社会保険(20,000
円)+交通費(33,100
円）

雇用保険等

基礎控除 請求人の分
請求人の妻の分

-21,870円
-14,160円

就労以外の収
入内訳 児童手当 10,000円



（７）以上のことから、処分庁が、同年２月以降の要保護性は認められないと
して行った本件処分は不当であったと言わざるを得ない。

以上により、本件処分は取り消されるべきとする請求人の主張に理由がある
ことから、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第４０条第３項の規
定により、主文のとおり裁決する。

平成２８年３月３１日

神奈川県知事 黒 岩 祐淵
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